
（平成２３年３月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認秋田地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

秋田国民年金 事案 760         

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から同年９月まで 

私は、国民年金保険料を自分で納付していた。申立期間については、納

付書が送付されてきて分割して納付していた。未納とされていることに納

得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間は６か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除き国民年金

加入期間の国民年金保険料を全て納付しており、納付意識は高かったものと

考えられる。 

 また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、「送付されてきた

納付書により分割して納付していた。」と主張しているところ、Ａ市町村が

保管する国民年金被保険者名簿から、申立人は、申立期間の直前の昭和 62

年１月から 63 年３月までの保険料を５回に分割して 63 年 11 月から平成２

年１月までに納付していることが確認できる上、上記の保険料を分割して納

付していた時期は、申立人が有限会社Ｂに勤務し厚生年金保険に加入してい

た頃（昭和 63 年 10 月１日から平成６年４月１日まで）であり、保険料を納

付する資力があったと考えられることから、申立期間についても納付したと

する主張に不自然さはみられない。 

さらに、オンライン記録から、平成２年２月５日に国民年金保険料の納付

書が作成されている記録が確認できることから、当該時点で申立期間に係る

過年度納付書が発行されたものと推認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

秋田厚生年金 事案 1005 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①から⑥までの厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人の申立期間①から⑥ま

での標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 30 万 6,000 円に、申立期間②は

30 万 8,000 円に、申立期間③は 30 万円に、申立期間④及び⑤は 25 万 7,000

円に、申立期間⑥は 22万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間①から⑥までの標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 22日  

 ② 平成 16年８月 12日  

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年８月 12日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年８月 15日 

    有限会社Ａにおける厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。賞与支払明細書のとおり厚生年金保険料が控除さ

れていたので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間①から⑥までの賞与支払明細書により、申

立人は申立期間①から⑥までの標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていることが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金

保険の保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であるこ

とから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



                      

  

したがって、申立人の標準賞与額については、賞与支払明細書において確

認できる賞与額及び保険料控除額から、申立期間①については 30 万 6,000 円、

申立期間②については 30 万 8,000 円、申立期間③については 30 万円、申立

期間④及び⑤については 25 万 7,000 円、申立期間⑥については 22 万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料を納

付していないことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申立

期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 1006 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平成

３年 10 月は 11 万 8,000 円に、同年 12 月は 11 万円に、４年１月から同年５

月までは 11 万 8,000 円に、同年６月は 10 万 4,000 円に、同年７月は 11 万

8,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 10月１日から４年８月１日まで 

ねんきん定期便が届いたので、当時の給与支払明細書（一部期間）と照

合したところ、Ａ株式会社に勤務した期間について、厚生年金保険料控除

額が一致しない部分があった。調査して記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下、特例

法という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち平成３年 10月、４年３月、同年４月及び同年

６月の標準報酬月額については、申立人から提出された給与支払明細書によ

り確認できる厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、３年 10 月、４年３月

及び同年４月は 11 万 8,000 円、同年６月は 10 万 4,000 円に訂正することが

妥当である。 

また、申立期間のうち平成３年 12月から４年２月まで、４年５月及び同年



                      

  

７月の標準報酬月額については、申立人から提出された平成３年分の給与所

得・退職所得に対する所得税源泉徴収簿及び４年分の同所得税源泉徴収簿に

記載された社会保険料控除額より推認できる厚生年金保険料控除額又は上記

の所得税源泉徴収簿により確認できる報酬月額から、３年 12 月は 11 万円、

４年１月、同年２月、同年５月及び同年７月は 11 万 8,000 円に訂正すること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、給与

支払明細書等において確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額に見合

う標準報酬月額と、オンライン記録における申立人に係る標準報酬月額の記

録が、長期間にわたり一致していないことから、事業主は、給与支払明細書

等で確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額を

届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額

に見合う厚生年金保険料についての納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  一方、申立期間のうち、平成３年 11 月については、申立人から提出された

給与支払明細書により、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保

険料に見合う標準報酬月額は、オンライン記録により確認できる標準報酬月

額よりも高額であるものの、給与支払明細書で確認できる報酬月額に見合う

標準報酬月額は、オンライン記録により確認できる標準報酬月額よりも低額

であることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせん

は行わない。 

 

 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 1009 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年 12 月１日から平成 14 年 10 月１日

までの期間及び 14 年 12 月１日から 18 年９月 30 日までの期間について、そ

の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人の標準報酬月額に係る記録

を、昭和 63年 12月から平成元年 11月までは 10万 4,000円に、元年 12月は

11 万 8,000 円に、２年１月から同年８月までは 10 万 4,000 円に、２年９月

から３年８月までは 11 万 8,000 円に、３年９月から４年８月までは 12 万

6,000 円に、４年９月から６年８月までは 16 万円に、６年９月及び同年 10

月は 17 万円に、６年 11 月から７年８月までは 15 万円に、７年９月から８年

９月までは 17 万円に、８年 10 月から９年８月までは 16 万円に、９年９月か

ら 12 年３月までは 20 万円に、12 年４月から 13 年２月までは 22 万円に、13

年３月から 14年９月までは 26万円に、14 年 12月は 24万円に、15年１月は

22 万円に、同年２月は 24 万円に、同年３月は 22 万円に、同年４月は 24 万

円に、同年５月は 26万円に、同年６月は 22 万円に、同年７月は 24 万円に、

同年８月は 28 万円に、15 年９月から同年 11 月までは 22 万円に、同年 12 月

は 24 万円に、16 年１月及び同年２月は 22 万円に、同年３月は 24 万円に、

同年４月及び同年５月は 28 万円に、同年６月は 26 万円に、同年７月及び同

年８月は 24 万円に、同年９月は 22 万円に、同年 10 月は 24 万円に、同年 11

月は 28 万円に、同年 12 月は 24 万円に、17 年１月及び同年２月は 22 万円に、

同年３月から同年６月までは 24 万円に、同年７月は 26 万円に、17 年８月か

ら同年 10 月までは 24 万円に、同年 11 月及び同年 12 月は 26 万円に、18 年

１月は 28 万円に、同年２月及び同年３月は 32 万円に、同年４月は 26 万円に、

同年５月は 28 万円に、18 年６月から同年８月までは 32 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 



                      

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年６月 21日から平成 18年９月 30日まで 

「ねんきん特別便」が届いたので、株式会社Ａに勤務していた申立期間

に係る記録を確認したところ、厚生年金保険料の納付額が、私が所持する

給与明細書に記載されている厚生年金保険料の控除額と相違していること

が分かった。 

給与明細書及び源泉徴収票を提出するので、申立期間に係る標準報酬月

額を正しい金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下、

特例法という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成５年９月から６年９月までの期間、

12 年１月から 14 年９月までの期間、14 年 12 月から 17 年 12 月までの期間

及び 18 年４月の標準報酬月額については、申立人から提出された給与明細

書により確認できる厚生年金保険料控除額及び報酬月額、並びに株式会社

Ａでは、「申立期間当時の厚生年金保険料控除は翌月控除だった。」と回

答していることを踏まえると、５年９月から６年８月までは 16 万円に、６

年９月は 17 万円に、12 年１月から同年３月までは 20 万円に、12 年４月か

ら 13 年２月までは 22 万円に、13 年３月から 14 年９月までは 26 万円に、

14 年 12 月は 24 万円に、15 年１月は 22 万円に、同年２月は 24万円に、同

年３月は 22 万円に、同年４月は 24 万円に、同年５月は 26 万円に、同年６

月は 22 万円に、同年７月は 24 万円に、同年８月は 28 万円に、15 年９月

から同年 11 月までは 22 万円に、同年 12 月は 24 万円に、16 年１月及び同

年２月は 22 万円に、同年３月は 24 万円に、同年４月及び同年５月は 28 万

円に、同年６月は 26 万円に、同年７月及び同年８月は 24 万円に、同年９

月は 22 万円に、同年 10 月は 24 万円に、同年 11 月は 28 万円に、同年 12

月は 24 万円に、17 年１月及び同年２月は 22 万円に、17 年３月から同年６

月までは 24 万円に、同年７月は 26 万円に、17 年８月から同年 10 月まで

は 24 万円に、同年 11 月及び同年 12 月は 26 万円に、18 年４月は 26 万円

に訂正することが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成５年８月、６年 10 月、７年 12 月及び８年

１月、11 年 12 月、18 年１月、同年３月、同年５月、同年８月の標準報酬



                      

  

月額については、申立人から提出された給与明細書により確認できる厚生

年金保険料控除額又は報酬月額、又は給与所得の源泉徴収票に記載された

社会保険料等の金額から推認できる厚生年金保険料控除額、又は同源泉徴

収票に記載された支払金額から推認できる報酬月額から、５年８月は 16 万

円に、６年 10 月は 17 万円に、７年 12 月及び８年１月は 17 万円に、11 年

12 月は 20 万円に、18 年１月は 28 万円に、同年３月は 32 万円に、同年５

月は 28万円に、同年８月は 32万円に訂正することが妥当である。 

さらに、申立期間のうち、昭和 63 年 12 月から平成５年７月までの期間、

６年 11 月から７年 11 月までの期間、８年２月から 11 年 11 月までの期間、

18 年２月、同年６月及び同年７月の標準報酬月額については、当該期間の

給与明細書は無いものの、申立人から提出された前述の給与明細書により

確認できる厚生年金保険料控除額を基に推認される保険料控除額、又は給

与所得の源泉徴収票に記載された社会保険料等の金額から推認できる厚生

年金保険料控除額、又は同源泉徴収票に記載された支払金額から推認でき

る報酬月額から、昭和 63 年 12 月から平成元年 11 月までは 10 万 4,000 円

に、元年 12 月は 11 万 8,000 円に、２年１月から同年８月までは 10 万

4,000 円に、２年９月から３年８月までは 11 万 8,000 円に、３年９月から

４年８月までは 12 万 6,000 円に、４年９月から５年７月までは 16 万円に、

６年 11 月から７年８月までは 15 万円に、７年９月から同年 11 月までは

17 万円に、８年２月から同年９月までは 17 万円に、８年 10 月から９年８

月までは 16 万円に、９年９月から 11 年 11 月までは 20 万円に、18 年２月

は 32 万円に、同年６月及び同年７月は 32 万円に訂正することが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、

給与明細書等において確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額に見

合う標準報酬月額が、長期間にわたりオンライン記録の標準報酬月額と一

致していないことから、事業主は、給与明細書等で確認できる報酬月額及

び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結

果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に見合う厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

２ 一方、申立期間のうち、平成 14 年 10 月及び同年 11 月については、申立

人から提出された給与明細書により確認できる報酬月額又は厚生年金保険

料控除額のそれぞれに見合う標準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬

月額よりも低額であることから、特例法による保険給付の対象に当たらな

いため、あっせんは行わない。 



                      

  

３ 申立期間のうち、昭和 63 年６月から同年 11 月までについては、株式会

社Ａでは、「申立人の申立期間当時の報酬月額等を確認できる資料が無く、

不明である。」と回答しており、同社の事務担当者も、「社長に任せてい

たので、保険料の控除方法等については分からない。」と述べている上、

申立人自身も当該期間に係る給与明細書及び給与所得の源泉徴収票を所持

していないことから、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料の控除の事実について確認することができない。 

また、オンライン記録において、申立人の当該期間に係る標準報酬月額

が遡って訂正されている形跡も無い。 

このほか、当該期間において、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 761 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 37 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年４月まで 

私は、昭和 36 年４月から国民年金に加入し、市町村役場から郵送され

た納付書により、Ａ信用組合の窓口で毎月 100 円を納付していた。納付書

は無くしたが納付していたはずなので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 36 年４月から 37 年４月までの国民年金保険料について、

市町村役場から郵送された納付書によりＡ信用組合の窓口で毎月納付してい

た。」と主張しているが、国民年金保険料の納付書による納付方式が開始さ

れたのは 46 年以降であり、国民年金制度が発足した申立期間当時、国民年金

保険料の納付は、国民年金手帳の印紙貼付欄に国民年金印紙を貼付し、検認

印を受ける印紙検認方式により行われていたことから、申立人の主張と当時

の納付方式とは相違している。 

また、申立期間当時、過年度保険料については、社会保険事務所（当時）

が発行した納付書により、一部の金融機関の窓口で納付することが可能であ

ったが、申立人は、「申立期間の国民年金保険料について、後から納付した

ことはなかった。」と述べている上、年金事務所では、「申立期間当時、信

用組合では国民年金保険料を納付することはできなかった。」と回答してい

る。 

さらに、申立人が申立期間当時に所持していたと記憶する国民年金手帳の

形状は、その当時のものとは相違している上、昭和 46 年以降に使用された年

金手帳の形状と似ていることから、申立人は、46 年当時に国民年金保険料を

納付していたことと申立期間とを誤認している可能性が考えられる。 



                      

  

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年２月から 57 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ：  昭和 32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 52年２月から 57年６月まで 

亡父名義のＡ金融機関の普通預金通帳から、世帯の国民年金保険料が引

き落とされている記録が確認できるので、亡父が私の保険料も納付してい

たはずである。 

申立期間について、国民年金保険料を納付していたものと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は､｢父が私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険

料を納付していた。」と主張しているところ、国民年金手帳記号番号払出簿

によると、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたのは昭和 59 年６

月 26 日であり、同年４月１日に任意被保険者資格を取得していることが確

認でき、申立人が所持する年金手帳にも同年４月１日に初めて国民年金被保

険者となった旨の記載が確認できることから、申立期間は国民年金に未加入

の期間となっているため、申立人の父親は申立期間の保険料を納付すること

はできなかったものと推認される。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年金手帳

記号番号が払い出されていなければならないが、払い出された事実は確認で

きない上、申立人は、「父から別の年金手帳を手渡された記憶は無い。」と

述べているなど、払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人から提出された、申立人の父親名義のＡ金融機関の普通預

金通帳の写しから、昭和 52 年 11 月、54 年 11 月及び 55 年 11 月に､世帯３人

分の各１年分の国民年金保険料相当額が引き落とされていることが確認でき

るところ、Ｂ市町村が保管する国民年金被保険者カード及び年金事務所が保

管する国民年金被保険者台帳から、当時、申立人の父母及び義兄の３人が国



                      

  

民年金の被保険者であったことが確認できることから、当該保険料は申立人

の父母及び義兄の３人分であったことがうかがえ、56 年 11 月に、世帯二人

分の１年分の国民年金保険料相当額が引き落とされていることが確認できる

ところ、当時、申立人の父母の二人が国民年金の被保険者であったことが確

認できることから、当該保険料は申立人の父母の二人分であったことがうか

がえる。 

加えて、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に関与しておらず、

申立人の父親は既に死亡している上、申立人の父親が保険料を納付していた

ことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 763 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年７月から６年３月までの国民年金保険料については、追

納していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年７月から６年３月まで 

私は、申立期間当時、学校に在籍し母から国民年金保険料の免除申請の

手続を行ってもらったが、卒業後に母から当該期間の保険料を納付するよ

うに言われ、現金及び国民年金手帳を渡されたので、平成６年３月又は同

年４月に自分で追納した。 

申立期間について、国民年金保険料を追納していたものと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「平成６年３月又は同年４月に、母から申請免除承認期間の国

民年金保険料を追納するように言われ、現金と年金手帳を渡され、Ａ市町村

役場Ｂ支所内の金融機関で納付した。」と主張しているところ、申立人の母

親は、「息子に渡したのは年金手帳だけであり、息子が夏のボーナスで納付

したと思う。」と述べており、申立人の主張とは齟齬
そ ご

がみられる。 

また、申請免除承認期間の国民年金保険料を追納するためには、社会保険

事務所（当時）において、納付書を発行してもらう必要があるところ、申立

人及びその母親は、納付書に関する記憶が曖昧である上、オンライン記録を

確認したが、納付書が作成された事跡は確認できない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納していたことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、追納していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

秋田国民年金 事案 764 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年５月から同年 11 月までの期間及び 57 年９月から 61 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年５月から同年 11月まで 

             ② 昭和 57年９月から 61年３月まで 

      時期は明確に記憶していないが、私は、Ａ市町村役場から国民年金への

加入勧奨を受け、加入手続を行い、市町村役場内にあったＢ銀行の派出所

で国民年金保険料を毎月納付していた。 

      これまで、国民年金保険料については全て納付していたと記憶している

ので、申立期間について調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ市町村役場から国民年金への加入勧奨を受け、加入手続を

行い、申立期間の国民年金保険料を毎月納付した。」と主張しているところ、

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号が払

い出されたのは昭和 61 年３月 26 日であり、同年４月１日に強制加入被保険

者として国民年金の被保険者資格を取得していることが確認でき、申立人が

所持する年金手帳及びＡ市町村が保管する国民年金被保険者カードにも、同

年４月１日に強制加入被保険者として初めて被保険者資格を取得した旨の記

載が確認できることから、申立期間は国民年金に未加入の期間となっている

ため、申立人は申立期間の保険料を納付することはできなかったものと推認

される。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年金手帳

記号番号が払い出されていなければならないが、払い出された事実は確認で

きない上、払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人が納付したと記憶する国民年金保険料の金額は、申立期間



                      

  

当時の保険料額とは相違している上、申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 1007 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく船員保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 31年５月１日から同年 10月８日まで 

          ② 昭和 33年４月８日から同年９月 16日まで 

          ③ 昭和 34年４月 13日から同年８月 26日まで 

          ④ 昭和 35年４月 12日から同年７月 21日まで 

          ⑤ 昭和 36年４月７日から同年８月 12日まで 

          ⑥ 昭和 37年４月 14日から同年８月７日まで 

          ⑦ 昭和 39年４月 13日から同年５月１日まで 

          ⑧ 昭和 39年５月１日から同年８月 30日まで 

    私は、申立期間①について、Ａ株式会社のＢ船、申立期間②から⑥まで

について、同社のＣ船をそれぞれ母船とする船団の作業員として働いた。

しかし、昭和 31 年、33 年から 35 年までは３万円、36 年及び 37 年は４万

円ほどの月収だったので、標準報酬月額が低すぎる。 

    また、申立期間⑦及び⑧については、Ｄ株式会社のＥ船を母船とする漁

の作業員として働いた。当時、５万円ほどの月収だったので、標準報酬月

額が低すぎる。 

    申立期間の標準報酬月額を適正な金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①から⑥までについて、申立人は、「Ａ株式会社の漁船に乗っ

ていた期間の給与については、申立期間①から④までの月収は３万円、申

立期間⑤及び⑥は４万円ぐらいだったので、標準報酬月額が低すぎる。」

と主張している。 

しかしながら、Ａ株式会社では、「当社が保管する船員保険被保険者台

帳を確認したが、申立人の申立期間①から⑥までの標準報酬月額は、国の



                      

  

オンライン記録と一致している。当時の賃金台帳は保管していないが、漁

船員の標準報酬月額については漁船告示（昭和 32 年８月２日厚生省告示

第 261 号）に基づき算定し、当該標準報酬月額に基づく船員保険料を控除

していたと考えられる。」と回答している。 

また、Ａ株式会社（Ｂ船及びＣ船）に係る船員保険被保険者名簿を確認

したが、申立期間①については、申立人と同じ職務の作業員であった 97

人全員の標準報酬月額が１万 8,000 円、申立期間②については、申立人と

同じ職務の作業員であった 85 人全員の標準報酬月額が１万 8,000 円、申

立期間③については、同じ職務の作業員であった 106 人全員の標準報酬月

額が１万 8,000 円、申立期間④については、申立人と同じ職務の作業員で

あった 66 人全員の標準報酬月額が２万 2,000 円、申立期間⑤については、

申立人と同じ職務の作業員であった 77 人全員の標準報酬月額が２万 8,000

円、申立期間⑥については、申立人と同じ職務の作業員であった 77 人全

員の標準報酬月額が３万 3,000 円であることが確認できることから、申立

人の標準報酬月額のみが同僚の取扱いと異なり低額であるという事情は見

当たらない。 

さらに、上記の船員保険被保険者名簿から、申立期間①から⑥当時、申

立人と同じ職務であったことが確認できる複数の者から聴取したが、自身

の標準報酬月額について差異があるとする者はみられないほか、同被保険

者名簿を見ても、申立人の標準報酬月額が遡及して訂正された形跡もない。 

  ２ 申立期間⑦及び⑧について、申立人は、「Ｄ株式会社の漁船に乗ってい

た期間であるが、報酬は月額５万円ほどであったので標準報酬月額が低す

ぎる。」と主張している。 

しかしながら、Ｄ株式会社では、「船員保険の標準報酬月額は、漁船告

示に基づき算定していた。また、漁は５月出漁と定められていたので、４

月（申立期間⑦）に漁獲は無く、本給のみの支給であったので出漁期間よ

り標準報酬月額が低額であった。」と回答している。 

また、オンライン記録及びＤ株式会社に係る船員保険被保険者名簿を確

認したが、申立期間⑦については、申立人と同日付けで資格を取得してい

る 10 人の中で、漁労長を除く甲板員５人（申立人を含む。）及び機関員

４人の標準報酬月額は全員が１万 6,000 円であり、申立期間⑧については、

漁労長を除く甲板員５人（申立人を含む。）及び機関員４人の標準報酬月

額は全員が４万 2,000 円であることが確認できることから、申立人の標準

報酬月額のみが同僚の取扱いと異なり低額であるという事情は見当たらな

い。 

さらに、上記の船員保険被保険者名簿から、申立期間⑦及び⑧当時、申

立人と同じ漁船に乗っていたことが確認できる複数の者から聴取したが、

自身の標準報酬月額について差異があるとする者は無く、その中の一人は、



                      

  

申立期間⑦について、「４月は出漁準備期間であって、月額が低いのは出

漁していないからだと思う。」と述べているほか、同被保険者名簿を見て

も、申立人の標準報酬月額が遡及して訂正された形跡もない。 

  ３ このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく船員保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 1008 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年４月１日から 49年３月 30日まで 

私は、Ａ株式会社Ｂ営業所が設立された時に入社し、会社などを回って

営業をしていた。申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社Ｂ営業所に勤務していた事務員の証言から、期間は特定できな

いものの、申立人は、申立期間当時、同社同営業所に勤務していたことが推

認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社の事業主及び同社Ｂ営業所の所長は既に死亡し

ていることから、申立人の申立期間における勤務状況や厚生年金保険の取扱

いについて確認することができない。 

また、上記の事務員は、「Ａ株式会社Ｂ営業所の社員の厚生年金保険の加

入手続については、本社で行っていた。」と述べているところ、同社本社に

勤務していた複数の元社員は、「本社で一括して厚生年金保険の加入手続を

行っていた。内勤の社員は厚生年金保険に加入させていたが、営業の社員は

歩合制で厚生年金保険には加入させていなかった。」と証言している。 

さらに、上記のＡ株式会社Ｂ営業所に勤務していた事務員は、「同営業所

では、内勤の社員は所長及び自分の二人だけであり、申立人を含めてほかの

社員は全て営業であった。」と述べているところ、申立人も、「営業社員で

給料は歩合制であった。」と述べているほか、申立期間当時、同社同営業所

に勤務し、営業社員であった者については、連絡先が確認できないことから、

厚生年金保険料の控除等について聴取することができない。 



                      

  

加えて、申立人は、申立期間のうち昭和 47 年 11 月及び同年 12 月は国民年

金に任意加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、厚生年金保険料が控除されていたことを確

認できる給与明細書等の資料は無く、控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 1010 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 13年 12月 29日から 14年１月１日まで 

私は、平成 13年から 20年まで毎年、４月から 12月末までＡ事業所の非

常勤職員として勤務し、14 年以降については、厚生年金保険被保険者資格

の喪失日が翌年１月１日とされているが、13 年のみ資格喪失日が同年 12

月 29日とされている。 

しかし、私が所持する平成 13 年 12 月分の給与明細書から、厚生年金保

険料が控除されていることが確認できるので、申立期間について厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する平成 13年 12月の給与明細書から、同年 12月の厚生年金

保険料が給与から控除されていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ事業所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪

失確認通知書により、申立人は、平成 13 年 12 月 29 日に同事業所に係る厚

生年金保険被保険者資格を喪失したことが確認できる上、同事業所では、

「当事業所が保管する申立人に係る任用通知書を確認したところ、申立人の

任用期間は、13 年４月１日から同年 12 月 28 日までであり、任用満了日の翌

日の同年 12 月 29 日を厚生年金保険被保険者資格の喪失日とする手続を行っ

ている。また、当時の出勤簿から、申立人の出勤日は同年 12 月 28 日までで

あったことが確認できる。」と回答している。 

また、申立人の平成 13 年 12 月分の給与から厚生年金保険料を控除してい

ることについて、Ａ事業所では、「当時、事務処理を誤って保険料を控除し

たものであるが、当事業所が保管する総勘定元帳等を確認したところ、申立

人に対し、誤って控除した 13 年 12 月分の厚生年金保険料及び健康保険料を



                      

  

14年１月 18日に還付していることが確認できた。」と回答している。 

なお、平成 14 年以降については、申立人のＡ事業所に係る厚生年金保険被

保険者資格の喪失日が翌年１月１日とされているが、確認のとれた 14 年及

び 15 年の任用通知書では、任用期間は 12 月 31 日までと記載されており、

いずれもオンライン記録と一致する。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


